
1　事業の概要

①　成果目標（H28)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

施策展開

３－(2)　経済の自立的発展を支える担い手の確保

　    イ　県内産業が必要とする人材の確保・育成

成果目標の達成状況

項目 H26末

2,108

86.1

林業就業者数

(人)

新規就業者定着率

(％)

2,813

集計中

(10月)

-

○H32目標である林業労働者数3,000人への達成として、H28：2,813人

○新規就業者定着率(1年目)：前年度(80.6%)より向上

Ｈ28
H29

目標

H27末

目標 成果 達成状況

2,860

前年度

より向上

89 77

(一財)長野県林業労働財団を通じて、振動病特殊健

康診断費用の業者負担を助成(56事業体712人)

補助率10/10

1,692 1,692 1,600

合計 14,069 14,069

-80.6

前年度

より向上

集計中

(10月)

（当初）

13,850

退職金共済掛金、特殊健康診断等の受診経費に対して助成を行い、林業就業者の就労条件の改善による就業者の確保と定着を図る。

○林業就業者数は、木材価格低迷等に起因する事業主の雇用意欲の低下に加え、他産業に比較して不安定な雇用条件や社会保険制

度の加入率の低さなどから、近年人数が伸び悩んでいるが、平成26年度は6年ぶりに増加に転じた。

　林業就業者数　平成26年度：2,108人（対前年86人の増）

蜂アレルギー検査費

ｴﾋﾟﾈﾌﾘﾝ注射器購入費補助

補助金

14,069 13,850

合計（A) 14,521

1,789

29年度

当初予算 14,521

成果目標・

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H28事業実績

H28 H29

事業番号 10 02 06 事業改善シート （28年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 林業就労条件整備促進事業費林業就労条件整備促進事業費林業就労条件整備促進事業費林業就労条件整備促進事業費
担

当

課

部局 林務部

課・局・室 信州の木活用課

１　林業再生の実現 実施期間 H6 ～

県が関与

する理由

県関与の必要性あり

【左記の説明、根拠法令等】

林業労働力の確保の促進に関する法律(平成8年5月24日付　法律第45号）

第4期長野県林業労働力確保促進基本計画（平成23年11月改正)

総合５か年

計画

プロジェクト  E-mail ringyo@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

１-４ 森林を活かす力強い林業・木材産業づくり

目指す姿

現状

（予算編成

時）

県民との協働による実施： 実施は困難

人口定着・

確かな暮ら

し実現総

合戦略

信州創生の基本方針

（決算） （当初）

退職金共済制度掛金補助 補助金

(一財)長野県林業労働財団を通じて、退職金掛金の

事業者負担を助成(57事業体696人)

補助率10/10

12,288 12,288 12,173

(一財)長野県林業労働財団を通じて、蜂アレルギー検

査費用、ｴﾋﾟﾈﾌﾘﾝ注射器の購入費の事業者負担を助

成(検査費18事業体29人、注射器購入費5事業体7人)

補助率10/10

89

振動病特殊健康診断

受診費補助

補助金

補正予算

区　　分（単位：千円） 27年度 28年度28年度28年度28年度

Aの

財源

14,069 13,850

11,224 10,738 10,740

3,297 3,331 3,110

概　算

人件費

0.05 0.05 0.04

414

14,521 14,069

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか

○引き続き、本事業を通じて林業就業者の就労条件改善、健康増進に資する経費を助成し、長野県林業労働力確保支援センター等の

関係機関と連携して林業就業者の定着を図る。

目標に対

する成果

の状況

○平成28年度の林業就業者数は未確定であるが、平成27年度に就業者数が大きく減少したことから目標の達成は困難な状況。

○保育事業量の減少、林業事業体の経営が保育から素材生産にシフトしている等の理由により、保育作業従事者が大きく減少しているこ

とから目標が未達成となる見込みであるが、素材生産作業従事者は増加しており、その結果本県の素材生産量も着実に増加している。

○平成28年度の新規就業者定着率は未確定。

 概算事業費（B（A）+C） 14,935 14,465 14,167

396 317

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

予

算

額

前年度繰越


